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年少人口
（0～14歳）
生産年齢人口
（15～64歳）
老年人口
（65歳以上）

1,464 1,444 1,452 1,390 1,343 1,286 

27年 32年 37年 42年 47年 52年

基本目標 主な具体的施策と取組内容

⒈
多古町に合った
新たな雇用の場を

創出する

①基幹産業としての農業の強化
　�新規就農者および農業後継者の確保と育成、販路拡大、地産地消の推進、産地化の促進、6次産業化の推進、
農業基盤整備の推進、農地の集約化および耕作放棄地の解消、農業形態の大規模化・法人化・組織化の促進
②地元企業への支援強化
　�中小企業支援の充実、中小企業の後継者確保の支援、既存企業の採用活動支援、Uターン希望者等の地元就職
支援
③成田空港に近い立地を生かせる業種や業態の誘致
　企業誘致の促進、未利用町有地の活用、成田空港に連携する道路の整備促進、起業・創業支援

⒉
若い世代が多古町で
結婚・子育てしやすい
環境をつくる

①通学・通勤圏の拡大
　町民の通学と通勤の利便性向上、地域公共交通網の維持
②若い世代の転入を促す住宅支援
　住宅取得支援、優良住宅地の形成促進
③子育てサービスの充実と育てやすさのPRの強化
　�こども園・学童保育・保育サービスの充実および利用促進、図書館・教育環境の充実、保健・医療の充実、男女
共同参画社会づくりの推進

④結婚を後押しする出会いの場創出
　結婚支援体制の整備、婚活支援事業の推進

⒊
多古町の魅力を高め
定住・移住・Ｕターン

を促進する

①食・観光のPR強化
　�祭りやイベントの充実、道の駅多古の魅力向上、都市住民との交流促進、農産物の魅力発信、6次産業化の推
進、観光プロモーション、各種媒体を活用した情報発信強化、成田空港周辺9市町観光情報の発信強化、ふる
さと納税の促進
②ふるさと意識の醸成
　�奨学資金貸付制度の拡充、社会科副読本の活用促進、キャリア教育の拡充、Uターン者向け移住支援施策の充
実、町外に向けた郷土情報の発信
③成田空港への近さ・住みやすさPR
　各種媒体を活用した情報発信強化、Iターン・Uターン者向け移住支援施策の充実
④特色ある教育の推進
　�奨学貸付資金制度の拡充、ICTを活用した教育の充実、国際交流および英語教育の推進、キャリア教育の拡
充、学校施設の機能向上、多古高校との連携・コミュニティスクールの支援、小・中・高の連携教育の推進と交
流学習の充実

⒋
高齢者が元気に
暮らせる仕組みを

整える

①高齢者が活動できる場の提供
　高齢者の社会参加の促進、生涯学習活動の支援、地域の人材活用推進
②地域の支え合い活動の促進
　協働・住民参加の促進、NPOおよびボランティア団体の育成
③子どもの時からの健康づくり
　�健康づくり・スポーツ環境の整備、健康づくりやスポーツに関するイベント・教室の開催、多古中央病院との連
携強化、地産地消の推進、食育の推進

　

日
本
全
国
の
ほ
と
ん
ど
の
自
治
体
が
直
面
し
て
い
る「
人
口
急
減
」と「
超
高
齢
化
」。

　

人
口
の
減
少
は
、
地
域
経
済
に
お
い
て
消
費
の
縮
小
だ
け
で
は
な
く
、
深
刻
な
人
手
不

足
を
生
み
出
す
な
ど
地
域
社
会
に
様
々
な
影
響
を
与
え
る
大
き
な
要
因
と
言
え
ま
す
。
特

に
地
方
に
お
い
て
は
「
人
口
減
少
が
地
域
経
済
の
縮
小
を
呼
び
、
地
域
経
済
の
縮
小
が
人

口
減
少
を
加
速
さ
せ
る
」と
い
う
悪
循
環
の
連
鎖
に
陥
り
や
す
い
と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
多
古
町
で
は
将
来
の
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
を
踏
ま
え
、
地
域
が
抱
え
る
課
題
に
対

し
て
、
人
口
減
少
を
食
い
止
め
町
を
活
性
化
す
る
た
め
の
4
つ
の
基
本
目
標
を
設
定
し
住

民
の
皆
さ
ん
と
一
体
的
に
取
り
組
む
総
合
戦
略
を
策
定
し
ま
し
た
。
今
月
号
で
は
、
そ
の

概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

多
古
町
版
の
総
合
戦
略
が
策
定
さ
れ
ま
し
た

　
　
　「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
」

■
人
口
推
計
と
基
本
目
標

　

多
古
町
の
人
口
は
、平
成
7
年
の
１
8
、2
0
1

人
を
ピ
ー
ク
に
減
少
を
続
け
、
平
成
22
年
に
は

１
6
、0
0
2
人
（
国
勢
調
査
）
と
な
り
、
今

後
も
減
少
は
避
け
ら
れ
な
い
と
見
て
い
ま
す
。

25
年
後
の
平
成
52
年
ま
で
は
、
年
少
人
口
と
老

年
人
口
は
、ほ
ぼ
横
ば
い
状
態
が
続
き
ま
す
が
、

生
産
年
齢
人
口
の
減
少
が
大
き
く
、
人
口
全
体

で
は
平
成
22
年
の
約
63
％
（
約
5
、
9
0
0
人

の
減
）
ま
で
落
ち
込
む
と
国
立
社
会
保
障
・
人

口
問
題
研
究
所
に
よ
る
推
計
結
果
と
な
り
ま
し

た
。
こ
の
結
果
を
受
け
て
、
町
は
人
口
の
減
少

幅
を
極
力
和
ら
げ
る
た
め
、
多
古
町
町
民
ア
ン

ケ
ー
ト
の
結
果
を
基
に
10
～
40
歳
代
の
「
理
想

の
子
ど
も
の
数
」
等
、
町
民
の
理
想
が
実
現
し

た
場
合
と
仮
定
し
た
人
口
値
を
多
古
町
に
お
け

る
目
指
す
べ
き
人
口
と
設
定
し
（
グ
ラ
フ
参

照
）、
こ
の
人
口
規
模
を
維
持
し
、
人
々
が
安

心
し
て
仕
事
や
子
育
て
が
で
き
る
、
ま
た
、
高

齢
者
が
元
気
に
暮
ら
せ
る
た
め
の
4
つ
の
基
本

目
標
を
設
定
し
ま
し
た
。
こ
の
目
標
を
達
成
す

る
た
め
、
地
域
特
性
に
着
目
し
た
「
ひ
と
」
の

育
成
と
「
し
ご
と
」
の
創
出
に
注
力
し
、
皆
さ

ん
と
共
に
「
ま
ち
」
を
活
性
化
し
て
い
き
ま
す
。

■
総
合
計
画
と
総
合
戦
略

　

町
民
ア
ン
ケ
ー
ト
や
子
育
て
世
代
・
多
古
高

校
生
な
ど
と
の
懇
談
会
、
企
業
ヒ
ア
リ
ン
グ
、

住
民
や
各
分
野
の
有
識
者
を
メ
ン
バ
ー
と
し

た
「
多
古
町
総
合
戦
略
推
進
会
議
」
を
踏
ま
え

て
策
定
さ
れ
た
総
合
戦
略
は
、
平
成
23
年
を
初

年
度
と
し
て
、
以
降
10
年
間
に
お
け
る
行
政
運

営
の
指
針
で
あ
る
「
多
古
町
総
合
計
画
」
に
内

包
さ
れ
、
町
が
目
指
す
将
来
像
「
人
・
文
化
・

自
然　

み
ん
な
で
つ
く
る　

潤
い
の
ま
ち　

多

古
」
の
実
現
に
向
か
っ
て
、
施
策
の
成
果
を
検

証
し
、
改
善
を
し
な
が
ら
町
民
と
一
体
と
な
っ

て
進
め
ら
れ
ま
す
。

基本目標と主な具体的取組

総合計画と総合戦略の関係

人・文化・自然
みんなでつくる　潤いのまち　多古

将来像

多古町人口推計（目標値）

総合戦略推進会議、多古高校生や子育て世代など
との懇談会では、町を活性化するにはどうしたら
良いか多くの貴重な意見が出された。

平成 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 年度
2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

総　合　計　画

前期基本計画 後期基本計画

総　合　戦　略

「ひと」の
育成

「しごと」の
創出

「まち」の
活性化

※�総合戦略は平成27年�
度からの5年間とし、�
目標に対して毎年成果
を検証し必要に応じ�
て随時見直しが行わ
れます。
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